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おわりに

は じ め に

ここでは，アメリカと日本につき，投票参加と参加を阻害している要因を探り出し，

国際比較等も含め，その克服の仕方を考えだすことを目標としている。そこで筆者は，

日本のものでは「明るい選挙推進協会」（以下明推協と呼ぶ）を使った分析と，アメリ
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カ政治では「アメリカ国政選挙調査」（以下 ANESと呼ぶ
�
）を使った分析をする。明推

協はこれまで使ってきたデータのその新しい部分（２０００年から２００５年＝２１世紀データ

とも呼ぶ）と１９８０年代，１９９０年代の２０年間（２０世紀データ）を継ぎ足し約３０年間の

分析を行う
�
。２００９年までのデータを３期データ，１９９０年から１９９９年までを２期デー

タ，１９８０年から１９８９年までを１期データと呼ぶ。

変数として関係するものとして，最終的な従属変数は投票であるが，それをそれぞれ

規定するものとして，種々の変数の階統的な並び（これは章別の並びに現れる）に置い

てみた。各ブロックで代替変数を使っているのも多くある。アメリカのものは，投票率

（図１），選挙運動（表１），集団（表３，４），政治不信（表７，８），政治の基底的態

度（表１０）である。日本のものは，投票率（図２），選挙運動（表２），集団（表５，６），

政治不満（表９，図１），政治の基底的態度（表１１）という変数を扱い，統計値は SPSS

の２項ロジスティックで出てきた値である。

ここで本研究の知見は次に言う，横－縦に広がる全体構想の作業との関連において位

置付けられている。本研究で見いだされる知見はその作業の途中で見いだされたあくま

で暫定的なものである。

横に広がる点でいえば，２１世紀データでは，後の分析をしなければならないのは，

主要なもので争点である
�
。争点に関してはワーディングや測定方法等難しい点が残って

いる。選挙運動については日本のものと対応がつけやすいので，これが当面疎外解消＝

選挙から離れた人をまた選挙に引き込むための重要な変数とみて分析する。

さらに，扱っているのは縦型のデータ＝歴史データである。アメリカのもので６０年，

日本のもので３０年余，データもほぼこの年数でそろっている。実際の分析は両国とも

３０年でそろえてある
�
が，歴史的意味での変化はなかったのか，あったのか，ここで少

� American National Election Studies＝ANESと略記する。http : //www.electionstudies.org/helpcenter/Help

Center.htm#download

� 日本の場合，明推協のデータが２００５年より後は市販されていないので２００５年より後は分析ができない。

� ウエイトも今回は考慮に入れていない。

� 実は日本の歴史も長く，私の手元にある分で言うと６７年推協のデータから始まって約４０年ばかりの

データがある。私のテーマは政治老年学なので，年齢が素年齢で出ているのが一番いいのだが，一応そ

れを無視して言うと６０年代は１つ，７０年代，８０年代，９０年代，２００５年まで，とざっと３７年までのデ

ータがある。このうち国政選挙のみと言うことで，地方選挙を除外したら，３５年のデータベースができ

た。それから，データを見直してみたら重要な観点を落としたまま作っていることがある。情報接触で

ある。情報接触は２０００年より前は投票者にしか聞いていないと信じていたが，実は棄権者にも聞いてい

るのがあったのである。調査年次を挙げると，１９８６年の衆議院選，８３年，８０年の衆議院・ダブル選挙，

７９年，７６年，７４年，７２年と結構聞いている。これらを編成に入れて改めて分析し直す課題が残ってい

る。
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なくとも「世論データ」の歴史的変動を扱うことになろう。

ここで知見の優先順位について触れておこう。

先ずグループ分けについて述べる。本論では，年齢を中心とした有権者に分け，その

中で投票率が低い２つの年齢層に焦点を当てる。それらは最も若い層と高齢者層とに分

けられる。具体的には，図で表しておいたのでそれを参照する（図１，図２）。アメリ

図１ アメリカの投票率

（ANES２００８Time Series Study）

図２ 日本の投票率

（明推協）
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カは，投票率が悪かった時代は過ぎ去りつつあるようで，３期の投票率は「２０歳代前

後」で６５％も出していた。日本は，２，３期の投票率は「２０歳代」で５０％前後の値に

甘んじている。

そこで投票率の低さを，どこまでを病的な状態と見なし，どこからをそれに犯されて

いない状態か，を見出し投票率改善のために役だたせていかねばならない。ここではア

メリカでは，「第一章 選挙運動との接触と投票」でかなり大きな接触が計られていず

それは改善すべきだろう。日本では，「第二章 集団と投票」で若者がかなり大きな失

点を犯している。一方，日本の高齢者は，政治不満の章に至るまで過去の失政の誤りを

引きずっている。

日本では念頭においておくエンパワーする順位として，高齢者，若者，アメリカは若

者そして高齢者，という並びとなるだろう。

第１章 選挙運動との接触と投票

「選挙運動」の前に選挙に対する「関心」等が１９９０年になって聞かれるようになった

が，作り替えを必要としたため次回に延ばした（日本）。従ってアメリカのものも次回

送りと言うことである。

しかし，日本では，個別の作業をしてゆく中で，８０年代に２つ，７０年代に４つもの

ファイルで，棄権者にも接触メディアの情報を聞いていたと言うことが分かり，大きな

収穫であった。いずれ，If文を使って棄権者と投票者を統合し，９０年代と，８０年代，７０

年代を統合したもので分析できるようになる予定である。

ここでの目的は，以下共通する表の成り立ちを説明することである。

掲載されている人物は，アメリカは１８－２９歳の若者，７０歳以上の高齢者である。日

本は，２０－２９歳の若者，７０歳以上の高齢者である。これは，以前言ったように年齢別

にグラフにしてみると，この若者と高齢者のところで投票率が落ち込んでいるので特に

この２点に焦点を当ててみると言うことであった。

そして，ファイルを１０年ずつに纏め，３期間分さかのぼっている。この変動する投

票率が，現在だけの現象か，あるいは過去から続いてきたものかを確かめるため，２０

年分�及してみた。

そして，章別は，４つに分けられている。それは１つの方法論であって，ここでは章

が進むごとにより深い段階に行くというわけである。その過程で何らかの回復が得られ

るかもしれない。

第一段目に最終的な従属変数としての投票・棄権が来るわけだから，「情報との接触」
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が入ると言うことに，異論はあるまい。答え方は，アメリカ，日本とも「はい・yes，

いいえ・no」であるが，運動をもっと多様な形で示してほしい（アメリカ），等の批判

は来るだろう。

第１節 アメリカ

これに使う資料は「表１ 選挙運動と投票（アメリカ）」と「表２ 選挙運動と投票

（日本）」を使う。これには，時間的に横断面を切り取る作業としてアメリカの場合は

「表１」の「B�時期２０００～２００９年
�
」に集められたデータ，日本の場合は「表２」の

全部を使うことにする。アメリカの場合はさらなる詳しい接触データが上・下院選挙に

追加されていると思うが，今回は分析しない。

次に，時間的に縦の面で社会的なメディアの動き・人間のメディア接触行動の変化な

どが見られるのは，今の段階ではアメリカだけである。それは，「表１」の B�，B�，

B�の，１０年毎のファイルに収められている。ここで１９８０年代の分では，この項目が

付いているのは大統領選挙の分だけであるように，データが古くなるとアイテムそのも

のがなくなっていくので限界はあるが，逆に，アイテムがある間はデータとして使える。

横断面でアメリカからいくと，若者は�，�，�のような人を説得する関わりでは

（	を除いて）消極的で，逆に高齢者はキャンペイン中に人を説得する関わりでは大き

いものがある（�），が献金も多くする（
）。

自らに情報を蓄積する活動では，ここではテレビと新聞が聞かれているが，テレビは

高齢者に投票促進効果がない。新聞で若者が高齢者より高くなって来た。
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更に，回答者の年齢を入れておいた。若者は政治的社会化の真最中だし，高齢者は社

会化したものの規模の縮小の過程の真最中である。年齢は１歳毎のものを入れておい

た。すると，若
�

者
�

に
�

社
�

会
�

化
�

の効果がはっきりと現れ高齢者のものは全然現れなかった。

高齢者にとって，社会化という言葉は成立しないのだろう。

次に縦断面でグラフを見たら，２つの点に気づく。１つは，若
�

者
�

は
�

２
�

０
�

０
�

０
�

年
�

代
�

に
�

な
�

っ
�

て
�

選
�

挙
�

情
�

報
�

と
�

は
�

離
�

れ
�

つつあるのではないかということである。内容的には，特に人に影

響を与えるような，「他人の票」，「政治集会」，「党・候補者」のところには有効な値は

� ２００６年は欠落。

 この項目で数字が逆であり，マイナスは「投票－議論した」である。
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若者
B�

時期２０００～
２００９年

B�
時期１９９０～
１９９９年

B�
時期１９８０～
１９８９年

① 他人の票にキャンペイン中影響させようと
したか？

② Ｒはキャンペイン中に政治集会・大会に出
たか？

③ Ｒは党又は候補者のために働いたか？

．３５０

．７０２

－．５８２

１．１５１＊＊＊

２．２４６＊＊＊

－．３５９

．８３３＊＊＊

．１２１

．７０６
④ キャンペイン中に候補者のボタン・ステッ

カーを付けたか？ ．８５７＊＊ ．６１２ １．２７７＊＊＊

⑤ キャンペイン中党や候補者に献金したか？ １．２６５ ．２２７ －．１８４
⑥ この選挙のテレビ番組を見たか？
⑦ この選挙の新聞の記事をどれぐらい見た

か？

．５５０＊
１．０１２＊＊＊

．５９２＊＊＊
．５６５＊＊＊

．２２９
．９０７＊＊＊

⑧ Ｒは家族・友人と政治について議論した
か？

⑨ この一週間Ｒは家族・友人と政治について
どの位議論したか？

†－．２９６＊＊＊

．０１５

－．１２９＊＊

．１６２＊＊＊

－．１２１＊＊

．１２８＊＊＊

⑩ Ｒ′年齢（生） ．０６９＊ ．０５９＊＊ ．０７９＊＊＊

定数 －５．８４１＊＊＊ －７．８２３＊＊＊ －７．１２７＊＊＊

Nagelkerke R２乗 ．２７９ ．３４１ ．２７９
高齢者（７０歳以上）

B�
時期２０００～
２００９年

B�
時期１９９０～
１９９９年

B�
時期１９８０～
１９８９年

① 他人の票にキャンペイン中影響させようと
したか？

② Ｒはキャンペイン中に政治集会・大会に出
たか？

③ Ｒは党又は候補者のために働いたか？

１．６１２＊＊＊

－．２０９

１８．４０５

．９８５＊＊＊

１．０７０

．０８９

．２９２

１９．４８１

１８．４２３
④ キャンペイン中に候補者のボタン・ステッ

カーを付けたか？
．８４１ ．３４５ ２．１７２＊＊

⑤ キャンペイン中党や候補者に献金したか？ １．７０４＊＊ ．８０５ １．８６０＊

⑥ この選挙のテレビ番組を見たか？
⑦ この選挙の新聞の記事をどれぐらい見た

か？

．１８１
．８１３＊＊

．３３７
．８２４＊＊＊

．５１９
１．１８４＊＊＊

⑧ Ｒは家族・友人と政治について議論した
か？

⑨ この一週間Ｒは家族・友人と政治について
どの位議論したか？

－．２２２＊

－．１２２

－．１３９＊＊

．０７８

－．１１８

．０８４

⑩ Ｒ′年齢（生） －．０２９ －．０２１ －．０３４
定数 －１９．７４１ －２．５６６ －４１．６６２

Nagelkerke R２乗 ．２２８ ．２０５ ．２８４

表１ 選挙運動と投票（アメリカ）

†＝この項は符号が反対であった。
＊p＜．１０ ＊＊p＜．０５ ＊＊＊p＜．０１ （ANES２００８Time Series Study）
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出ていない。

２つには，高齢者が３０年前の高齢者とはかけ離れて強くなったことである。「他人の

票」に影響を与える行動に２期から有意な値が出ているが，３期には更に強くなったの

である。３期高齢者と対照的に１期高齢者（やはり７０歳以上）は有効な値も少ない。

日本２０００年代

若者
３０より若い

B�

高齢者
７０以上
B�

B�n
７３４～
９９９

B�n
１４０３～
１７３７

� 情報接触－個人演説
� 情報接触－街頭演説
� 情報接触－政党演説
� 情報接触－連呼
� 情報接触－電話
� 情報接触－運動員

．５０８
－．５５２＊

．７７６
－．６０８＊＊

１．００５＊＊

－．５５４

．９３２＊

．３２４
１．０１３
－．４０９
－．２７３
－．７４８

７４
２１０
４１
２３１
１０６
５７

１７４
２１２
５５
３７８
２８５
１０６

� 情報接触－新聞広告
	 情報接触－選挙公報

 情報接触－ビラ
� 情報接触－葉書
� 情報接触－政党広告
 情報接触－政党文書
� 情報接触－党機関紙
� 情報接触－掲示ポスター

．８２７＊＊＊

．９５３＊＊＊

－．４２０
－．２１０
．７４４＊

－．１３８
－．５６１
－．０８５

．３３０
．８１４＊＊＊

．０１６
．１９３
．４６７

－．２５４
．１８６
．３４８

２３０
１５５
２５６
８６
８９
１９１
２８
２７８

４４３
５５４
３５５
２３５
１９２
２６２
１１５
４５１

� 情報接触－新聞報道
� 情報接触－雑誌報道
� 情報接触－政見放送テレビ
� 情報接触－政見放送ラジオ
� 情報接触－テレビ報道
� 情報接触－ラジオ報道

．６０２＊＊

－．４６２
．４０６
１．３２８
．４５４＊＊

－１．０７０＊

．６１２＊＊

．３０５
．６８＊＊＊

１．８２４＊

－．２２６
．６９８

１８６
５６
２５７
３２
３８１
３８

４００
２９
６９３
９１
７１４
７１

� 情報接触－家族
� 情報接触－近所
� 情報接触－友人親戚
� 情報接触－有力者
� 情報接触－地域団体

１．０７８＊＊＊

１．７０７＊＊＊

．６３４＊＊

．１８０
－２．２２０＊＊

．５１７
．４５７
１．０８１＊＊＊

１８．９９３
．６７７

１１８
３５
１５０
２０
９

１９７
９１
２１９
１２
２２

� 情報接触－職場
� 情報接触－組合
� 情報接触－業界
� 情報接触－各種団体
� 情報接触－後援会
年齢（生）

．８０３＊

．８０３
－．８８８
１．５２３
１．３２０
－．０４５

１９．２８８
－１．６１９
．１２３

－．４８１
．５０４

－．０８７＊＊＊

７７
２９
３０
２４
２６

１４
８
１６
３４
７３

定数 ．１８９ ７．４１４
Nagelkerke R２乗 ．２７１ ．１９９

表２ 選挙運動と投票（日本）

＊p＜．１０ ＊＊p＜．０５ ＊＊＊p＜．０１ （明推協）
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アメリカの場合にこの３０年余に若者と高齢者がどのように情報行動の変化・不変化

をなしてきたかを見たわけだが，若者の消極的な状況は過去（B�，B�）にはなく B

�になって初めて現れてきたものである。また同時に高齢者の方は「他人の票に」影響

を与えようとする積極的な姿勢はいや増しに大きくなってきた（高齢者 B�，B�）。

また両者とも「家族・友人」との政治議論はなおやる気を残しているという絶好の環境

にある。家族を離れても，AARP等の団体があり，社会的にも世代間交流の場を持って

いる。

第２節 日 本

日本の場合は，明推協に２０００年以前のものがないかと言うことだが，確かに私が持

つ参院の１９７１年から，衆院の１９７２年からのいずれのファイルも選挙運動との接触・利

用と題してあるにはあるのだが，投票したものと棄権したものと別々にとってあり使い

づらいものであった。これが２０００年に，投票者・棄権者いずれにも同時に聞かれて統

合されたのでこれを使う。こうして，作業中ではあるが，横
�

断
�

デ
�

ー
�

タ
�

が使えるように

なったのである。全データを集積して，１９７０年からのデータにするには後しばらくか

かると思われる。

ところで，日本の場合は，候補者からの情報（�から�），表面的に積極的な行動で

はないが情報の特徴として説得的な情報に転化しやすい情報（�から�），有権者自身

が探す情報（	から
），身辺の一次集団の間での情報（�から�），二次集団からの情

報（から�），が調査されてきた。

日本の若者の選挙情報摂取活動は活発である。表２に見るように，電話，新聞広告，

選挙公報，政党広告，新聞報道，テレビ，家族，近所，友人親戚，職場，とほぼ満遍な

く広がっている。これに対して，高齢者の不活発さは目を覆いたくなるほどである。

候補者からの情報では若者では電話が有効であるが，街頭演説と連呼は否定的であ

る。高齢者は唯一個人演説会が有効であるがこの種のものは若者に通用しない。

説得的な情報では，若者には新聞広告，選挙公報，政党広告の三つがあるのに対し

て，高齢者は選挙公報だけである。

有権者自身の情報では，若者は新聞報道，テレビ報道であり，高齢者はこれらのもの

にラジオが追加される。しかし，高齢者にとってテレビ・ラジオは政見放送を見るため

に使っており，報道にメディアとして使うのとは相当違う。

一次集団からの情報では，若者は家・近所・友人・親戚が有効であり，高齢者は友

人・親戚のみである。ここではっきりと高齢者の生活環境が孤立したものになりつつあ

り，ここまでの情報接触が少ないし情報収集をする場合でも高齢者自身に必要があって

香川法学３２巻２号（２０１２）

１００（２０２）



収集するのであって，選挙情報に関わることで対面関係を一層豊かにしていくことでは

ないと言うことがわかる。他方，若者は，情報に接触するものは正しいわけだが，非接

触者は大きい形で選挙過程から疎外されてゆくのである。

二次集団からの情報は，仕事から離れる多くの高齢者と違って，若者の独断場であ

り，それを見るに付け，老人クラブなどの政治化（各種団体がそれに当たるか）が望ま

れるのである。

若者が選挙におけるコミュニケーションを失ったわけでもなく，何か他の理由でコ

ミュニケーションを控えているのだろうことは想像が付く。問題は，高齢者が，古い選

挙運動手段（個人演説会など）に頼りながら，生活現場から撤退をしていくという事実

に手をこまねいているのでいいのだろうか？

第２章 集団と投票

第二段目が集団との関係であるが，これはアメリカがこの集団はどう思うかという質

問をするという客観的な形を取り，日本は回答者本人が入っている集団を聞いている。

いずれの方法も有権者本人と集団との関係を答えるものであると言うことであるが，ア

メリカの方が幅広く，日本の方は狭い感じがする。

第１節 アメリカにおける集団と投票

各集団への好感度として，対象者に温度計を見せてその集団について答えさせる方法

で集団と対象者の関係を予測し，ひいては対象者がどの程度直接その票を集団の言葉で

語り，直接（又はどの程度政党や政治集団の媒介において）表現しようとしているか，

を推測させる。

変数の並びは「表３」に示すとおり。

民族・人種集団（�～�），経済的弱者集団（�～�），宗教集団（�～�），イデオ

ロギー集団等（�～	），政府集団等（
～�），政党集団（�～），が挙げられてい

る。

結果は次の通りである。

ここでは「３期」の分析が主となり，それをやる中で２期，１期の関わりが出てきた

ら言及していこう。

若者は，一番大きな特徴といえるのは「議会」，「連邦政府」，「両大政党」，「民主党」

などと言った政府，それを支える大政党と言った既存の民主主義装置に対して，何の

好・悪感も持たずに選挙に関わっているといった具合である。政党関係（�，�
�
）が若

２１世紀選挙参加におけるアメリカと日本の課題（神江）
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者に働いていないことが最大の問題であろう。アメリカは家庭・学校で子供の政党支持

が形成され，それが成人後もあまり変わらないことが知られている。それにもかかわら

ず，早い時期に支持形成が行われなくなっているというわけだが，全く行われないとい

うわけではなく，その形成の仕方が若干遅くなっているということだろう。

また，若者に「黒人」が肯定され「キリスト教原理主義」が否定されるという関係は，

オバマ政権が誕生する基礎となっていくものとして確保されている。それに対して，高

� 共和党は民主党と多重共線性の問題があるので外した。

若者

若者
１８－２９
３期
B�

若者
１８－２９
２期
B�

若者
１８－２９
１期
B�

� アジアン・アメリカン
� 白人
� チカノ・ヒスパニック
� 黒人

－．００９
．０００

－．００８
．０２９＊＊＊

．０１４＊＊

．００４
．００４

．００５
．００３
．０１７＊

� 組合
� 貧しい人々
� 福祉対象者

－．０１２＊＊

－．００４
－．００３

－．０１０＊

－．０１２＊

－．００９

－．００５
－．００５
－．０１４＊＊

	 キリスト教原理主義

 カトリック
� ユダヤ教

－．０１４＊＊＊

．０００
．０１４＊＊

－．０１３＊＊

� 環境主義者
 ウーマンリヴ
� 保守
� リベラル
� ゲイ・レスビアン
� フェミニスト

－．００１

．００２
－．０１０
．００９＊＊

．００１

－．００５
．０００

－．００５
－．００９
．００６

－．０１１＊＊

．０１０＊

－．００８

� 議会
� 連邦政府
� 軍
� 大企業

．００６
．００４
．００６

－．００３

．００３
－．００２
－．００５
－．００４

－．００９＊

．００５

� 両大政党
� 民主党
� 公民権リーダー
� 政治的独立派

－．００７
．００７

－．００３
．００７

－．００１
．００２
．０１２＊

．００４

定数 －．０２６ ２．７５５＊＊＊ ．１１２
Nagelkerke R２乗 ．１２４ ．０９２ ．０８６

表３ 集団と投票（若者－２１世紀と２０世紀－アメリカ）

＊p＜．１０ ＊＊p＜．０５ ＊＊＊p＜．０１ （ANES２００８Time Series Study）
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齢者（表４）は「キリスト教原理主義」が否定されるところまではよいが「黒人」に対

して何も言っていないという点が気になる。若者と較べて高齢者の方がより社会集団と

いうレベルではたった一つで少ないようである。

高齢者は，２０世紀の時代に政党という集団に期待を持っていたのだが，２１世紀に

なってそれは消え去り，「連邦政府」という新たな存在がマイナスで出てきた。

高齢者

高齢者
（７０－）
３期
B�

高齢者
（７０－）
２期
B�

高齢者
（７０－）
１期
B�

� アジアン・アメリカン
� 白人
� チカノ・ヒスパニック
� 黒人

．００７
．０１８
．０１２
．０１１

－．００９
．０１４
．０３０＊＊

．００４
．００７
－．０１４

� 組合
� 貧しい人々
� 福祉対象者

．０１６
－．０１７
－．００７

．００５
－．０２９＊＊

．０００

＊＊．０３４
－．０２５
．００２

	 キリスト教原理主義

 カトリック
� ユダヤ教

－．０２０＊

．０１４
－．０１０

－．００２

� 環境主義者
 ウーマンリヴ
� 保守
� リベラル
� ゲイ・レスビアン
� フェミニスト

．０１０

．００４
．００３

－．００２
．００２

．００８
－．０３０＊＊＊

．００４
．０１３
．０１１

－．００６
．００６
－．０１９

� 議会
� 連邦政府
� 軍
� 大企業

－．００６
－．０４３＊＊＊

．００１
．０２５＊＊

．００５
－．００３
．００９

－．０１１
－．００４
．００６

� 両大政党
� 民主党
� 公民権リーダー
� 政治的独立派

－．０２０
－．００５

．００９
－．０１０

＊－．０４１
＊．０２６
－．００４
．０１４

定数 ２．１８９ ２．０７４＊ ３．３５６
Nagelkerke R２乗 ．１９５ ．１６５ ．１６４

表４ 集団と投票（高齢者－２１世紀と２０世紀－アメリカ）

＊p＜．１０ ＊＊p＜．０５ ＊＊＊p＜．０１ （ANES２００８Time Series Study）
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第２節 日本における集団と投票

日本の明推協では，地域団体，産業団体，宗教団体，趣味の団体，の集団につき聞い

てきた（多数回答）。表は，一部を「表５ 集団と投票（若者－２１世紀と２０世紀－日

本）」，「表６ 集団と投票（高齢者－２１世紀と２０世紀－日本）」に掲載している。全体

的には，１９８０年から２００５年の現在まで�町内会・区会（６１．０％），�老人会（８．４％），

�婦人会・青年団（９．６％），�PTA（１１．４％），�農協等（７．３％），�労働組合（８．２％），

�商工団体（５．０％），	宗教団体（３．９％），
同好会・趣味（１３．８％），�その他（１．４％），

�加入無（２３．２％），である
	
。しかし，町内会・区会を除いて，年齢や，産業構造，宗

教，等によりだいぶ異なっている。

明確に高齢者の団体といえるものは老人会（又はクラブ等）である。高齢者の約三割

から四割のものが入っている。明確に非高齢者の団体と呼ばれる集団として PTAと労

働組合がある。比較的高齢者が多いが非高齢者を含んでいる団体として，農協，宗教団

体がある。農協の方は産業としての衰退から，年々減り続けている。宗教団体のほうは

約５％の加入で安定している。比較的非高齢者が多いが高齢者を含んでいる団体とし

て，婦人会・青年団と商工団体である。

町内会・区会，同好会・趣味の団体は，加入も多く，非高齢者も高齢者もともに入っ

ているのが特長である。しかも上昇気味である。町内会・区会は８０年非高齢者中６５％

でトップであったところ，最後の９８年は６７％である。最後の二度の調査で高齢者優位

（５～６％）にいたっていた。同好会・趣味の団体は，８０年には９％であったところ，

９８年には１４％であった。最後に加入無は，８０年代から９０年代初頭まで高齢者が多かっ

たが，９０年代中期以降非高齢者が高齢者を６ポイ
ント上回って２０％を示した



。

更に，自己の団体の拡大・投票促進をもっぱら行う団体，他人の投票促進も行う団

体，に分けて議論できる。その意味では，町内会・区会，同好会・趣味の団体はまさに

自分の利害に何の関わりもない中で，投票参加も言うという，無党派的なしかし投票促

進団体的組織といえる。もちろんこの集団が２０世紀レベルではかような元気はなく，２１

世紀になって長寿を確立するとともに，周辺にまで気が回り始めたといえる。その証拠

に超高齢者を８０歳にとった場合「老人会」にのみ有意確率が出てその他の団体には一

切出てこないという自己中心的状況であることと比較しても分かるであろう。

まさに最近の３期高齢者の中に，これらの集団が入り若者に対しても投票参加が言わ

	 数字は加入率で，明推協のもの。


 神江「最近の高齢社会－高齢者の政治参加，ボランティアと生きがい－」，『香川法学』３０（１・２），

１－４２，２０１０－０９。ここで非高齢者というのは６０歳より若い階層とした。事情は同論文，３ページ「注」

に書いておいた。

香川法学３２巻２号（２０１２）
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日本
３期
若者

（２９以下）

２期
若者

（２９以下）

１期
若者

（２９以下）

B� B� B�

� 町内会・区会
� 老人会
� 婦人会・青年団
� PTA
� 農協等
� 労働組合
� 商工団体
	 宗教団体

 同好会・趣味

Exp（B）
� その他

－．０２６

２．０２７＊

．０２４
２１．０２９
．７５１＊＊

．３２５
１．２６３＊＊＊

．４４９＊

（１．５６７）
－．０５３

．１９３

．９３８＊＊

．６８２
１．６６６
－．０５６
－１．１４２＊

１．２９８＊＊＊

．４８８＊＊＊

（１．６２９）
１．４３５

．４０３＊＊＊

．６６９＊＊＊

．４４２
．５８８
．４１２＊＊＊

．８７６＊

．９７３＊＊＊

．３８０＊＊

（１．４６２）
－．０７９

定数 －．１７２＊＊ －．０３８ ．２５４＊＊＊

Nagelkerke R２乗 ．０４ ．０３９ ．０４５

日本
３期
高齢者

（７０以上）

２期
高齢者

（７０以上）

１期
高齢者
（７０以上）

B� B� B�

� 町内会・区会
� 老人会
� 婦人会・青年団
� PTA
� 農協等
� 労働組合
� 商工団体
	 宗教団体

 同好会・趣味

Exp（B）
� その他

．６６３＊＊＊

．４１３＊＊＊

．５６８

．４４２
１９．１３４
１．０５８＊

１．４５９＊＊

１．０４７＊＊＊

（２．８８１）
１９．６７４

．３１８＊

．４５６＊＊

．１１４
１９．７９
－．１１９
１９．９５８
１９．５５３
２．１００＊＊

．２０２
（†）
．６１１

．６１２＊＊＊

－．０１１
－２．１８４
２．０４１＊＊＊

２０．０４３
．４０７
．７１４
．９９１＊＊＊

（２．６９４）
．４２２

定数 ．９９３＊＊＊ １．０９４＊＊＊ ．７３０＊＊＊

Nagelkerke R２乗 ．０８１ ．０５２ ．１０２

表５ 集団と投票（若者－２１世紀と２０世紀－日本）

＊p＜．１０ ＊＊p＜．０５ ＊＊＊p＜．０１ （明推協）

表６ 集団と投票（高齢者－２１世紀と２０世紀－日本）

＊p＜．１０ ＊＊p＜．０５ ＊＊＊p＜．０１ （明推協）

２１世紀選挙参加におけるアメリカと日本の課題（神江）
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れねばならないが，それは残念ながら婦人会・青年団の方に向かっているのが現状であ

る。「表５」の町内会・区会に見るように，２，３期の若者は地域団体に入っていても

その票が何らかの影響を受けたようには見られない。婦人会・青年団の影響力もわずか

な加入者がほぼ全員が投票するという形で命脈を保っている。ただ同好会・趣味の団体

加入者はそこそこの人数もおりこれからの拡大に期待していい。宗教団体はほぼ全期間

にわたって若者・高齢者を動員する梃子となってきたが，一方的な拡張団体からは抜け

出せていない。

そういう意味で，「表６」の�宗教団体は若者と高齢者のどちらにもかなりの値を出

しているが広がりがないという意味でとりあえず除外しておく。そこで残るものは�同

好会・趣味の団体であり，若者は１→２→３期と時期を追うごとに強まり，高齢者は若

者の倍の値を出すほどに十分な投票を示している。

第３章 政治不信と投票

第三の段階では，自身と集団のように外界の対象に密接な起源を持たず，生活満足感

のように全く質問が政治的でないものでもなく，政治不信はその中間の質問として，機

能しているようだ。

第１節 政治不信（アメリカ）

第１項 外的不信

まず，ANESが挙げたもののなかで，政府など外的対象を持っているものを「外的不

信」と読んで，取り上げてみた。

まず通らねばならない道として変数の絞り込みがある。回帰分析の場合欠損値がない

ときは平均値で置き換える，があったが，ロジスティック回帰の場合それが見つからな

いので行った。規則は，一つを除いて，３期全てに聞かれている変数である。一つは，

３期データがある分で一つの時期だけごっそりないというケースがあったため（３期，

２期はある）それは取り上げた。

外的政治不信は，次のものが選ばれた。

� 連邦政府は正義をやっていると信じている程度（１ 全くない→４ いつも），

� 連邦政府は一部・全ての利益のために運営されている（１ 巨大利益→２ 全ての

ものの利益），� 連邦政府は税金の無駄遣いをどの程度やっているか（１ 大いに→

３ 全然ない），� 政府職員は汚職をしている（１ 少しだけ→３ 全然ない），であ

る。

香川法学３２巻２号（２０１２）

１０６（２０８）



「表７」，「表８」で見るように，各項目とも若者も高齢者も殆ど政治不信を票に結び

つけていないという点で，意見は一致していると見ていいだろう。

第２項 内的不信

対象を自分自身に持っている一群の変数がある。

� 政府職員は自分のようなものの意見を気にしている（１ 賛成→２ 反対），�

自分のような者には政府に言う権利があるか（１ 賛成→２ 反対），� 政府は選挙

において人々の考えに注意を払っているか（１ そんなに→３ 大きく），� 殆どの

人は信用がおける・注意しすぎにならない（１ 注意しすぎ→殆どの人は信頼できる），

等である。

ここも合意している観点が多いようである。B�では，１項目を除いて合意，B�で

若者
B�

若者
B�

若者
B�

� 連邦政府は正義をやっていると信じてい
る程度（１ 全くない→４ いつも）

� 連邦政府は一部・全ての利益のために運
営されている（１ 巨大利益→２ 全て
のものの利益）

� 連邦政府は税金の無駄遣いをどの程度
やっているか（１ 大いに→３ 全然な
い）

	 政府職員は汚職をしている（１ 少しだ
け→３ 全然ない）

－．３０４

．５２２＊＊

－．１２５

－．２７２

－．２８２

－．３３０

－．２９０

－．１１０

．０８２

－．０８１

－．１９６

．０９８

� 政府職員は自分のようなものの意見を気
にしている（１ 賛成→２ 反対）

� 自分のような者には政府に言う権利があ
るか（１ 賛成→２ 反対）

� 政府は選挙において人々の考えに注意を
払っているか（１ そんなに→３ 大き
く）

－．０２０

．５８７＊＊

．２２３

．４９０＊＊

．５５５＊＊＊

．２７６＊＊

．４９１＊＊＊

．９１６＊＊＊

．０７０

Exp（B） （†） （１．３１８） （†）

� 殆どの人は信用がおける・注意しすぎに
ならない（１ 注意しすぎ→殆どの人は
信頼できる）

．３９８＊ ．８８６＊＊＊

定数 －．８０６ －１．５８９＊＊＊ －２．１３５＊＊＊

Nagelkerke R２乗 ．０８３ ．１４１ ．１１４

表７ 政治不信と投票（若者－アメリカ）

＊p＜．１０ ＊＊p＜．０５ ＊＊＊p＜．０１ （ANES２００８Time Series Study）
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は１項目除いて合意である。ただ，若者の方が高齢者より値が低い場合が多いという

４０年の時差を感じさせる。

後２点，見逃してはならないことがある。「表７」，「表８」の�の値が若者より高齢

者がいずれも高いことである。それは質問文による。この質問だけが，過去どうであっ

たかの質問が含まれているのだ。

更に，B�では，高齢者は１項目しか反応がない。若者が２項目しかないので見逃し

がちだが，８０年代の高齢者と９０年代の２１世紀の高齢者の違いを示している。

第２節 政治不満と投票（日本）

日本の明推協では残念ながら政治不信は質問として聞いてないが，一つだけ該項目と

似たような働きをする変数として「政治不満」を取り上げる。この項目として１９８０年

から明推協のデータとしては全期間にあり，また変数として与党・野党の選択（投票）

と，与・野党の選択を超えて棄権を選ぶという無党派的面を持っている。図を掲げてお

いたので参照してほしい（図３）。政治不満は，４つの間隔値を持つ（どちらでもない，

高齢者－
７０歳以上
B�

高齢者
B�

高齢者
B�

� 連邦政府は正義をやっていると信じてい
る程度

� 連邦政府は一部・全ての利益のために運
営されている

� 連邦政府は税金の無駄遣いをどの程度
やっているか

� 政府職員は汚職をしている

．０３９

－．３１８

－．０４０

－．０３４

．０１５

－．９８７＊＊＊

．４１８

－．３８１＊

．０８１

．０２６

－．３８１

－．１６７

� 政府職員は自分のようなものの意見を気
にしている

� 自分のような者には政府に言う権利があ
るか

Exp（B）
� 政府は選挙において人々の考えに注意を
払っているか

－．５４０

．８７１＊＊

（１．５１６）
．４１６＊＊

１．０９６＊＊＊

．１６５

（１．９３３）
．６５９＊＊＊

．２４１

．７０９＊＊

（†）
．０９１

	 殆どの人は信用がおける・注意しすぎに
ならない

．９２７＊＊＊ ．４４８＊

定数 －．８２４ －．８４７ ．２８８
Nagelkerke R２乗 ．１１０ ．１３４ ．０５１

表８ 政治不信と投票（高齢者－アメリカ）

＊p＜．１０ ＊＊p＜．０５ ＊＊＊p＜．０１ （ANES２００８Time Series Study）
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十分満足 大体満足 やや不満 全く不満

0%

10%

20%

30%

40%

50%

棄権

投票

が入るときもある）変数である。従属変数が０＝棄権，１＝投票と，独立変数が政治不

満で１＝満足 ２＝大体満足 ３＝やや不満 ４＝全く不満で，不満＋棄権はマイナス

で出てくる。

そこで「表９ 政治不満と投票（日本）」を見ると，若者は３～１期まで一度も不満

を票に反映しようとせず（不満の反映だったら別の形で反映させていたのか）に，その

一方で高齢者の方は３，２期を政治不満＝棄権という形で表明しているので，ここで棄

権部分を抽出するのはある意味では易しい。高齢者集団の方は７０歳になるとその半分

は働いておらず，行動範囲は簡素である。政治に不満がある場合投票に行かねばいいだ

３期若者
（３０歳より若い）

２期若者
（３０歳より若い）

１期若者
（３０歳より若い）

B� B� B�
政治不満 ．０５０ －．１５１ ．０５８
定数 －．０３０ ．７３３＊＊ ．５４８＊＊

Nagelkerke R２乗 ．０００ ．００３ ．０００

３期高齢者
（７０歳以上）

２期高齢者
（７０歳以上）

１期高齢者
（７０歳以上）

B� B� B�
政治不満 －．１９３＊ －．２５２＊＊ ．１６７
定数 ２．３４７＊＊＊ ２．６４４＊＊＊ １．２７１＊＊＊

Nagelkerke R２乗 ．００４ ．００７ ．００３

図３ 政治不満と投票（２期）

（明推協）

表９ 政治不満と投票（日本）

＊p＜．１０ ＊＊p＜．０５ ＊＊＊p＜．０１ （明推協）
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けである。ということは，政治における不満の元を除去すればいいだけである。

若者は政治不満でのレベルでは，もはやいかなる値も示しておらず，ここではとりあ

えず高齢者の政治不満をじっくり聞いてやる，ということになるのか。

第４章 投票参加と政治の基底的態度

最後の段階では，アメリカ，日本とも似たような変数がある，又は作れるので，それ

を使った。生活満足は直接政治には関係ない変数であり，最後の項目になるだろう。進

歩－保守はアメリカでは温度計尺度で聞かれており，日本の革新－保守で聞かれる間隔

尺度の質問は，対象者の答え方に異同はあっても，対象者の行動のイデオロギー的基礎

を聞いているという点では同じである。党派性の強さについては，アメリカ・日本の違

いはあまりなく，表にみるような強い値を生み出した。

ここでは，もはやあるいい点を探し出してそれを促すように推薦するまた悪い点は抑

制し，といったことは，政治に直接関係してないので，できない。むしろ，アドバイス

の理由付けに使うなどに利用する。

第１節 投票参加と政治の基底的態度（アメリカ）

アメリカでは，若者において考慮要因になったことは１期に一度だけあるのみで生活

満足と進歩－保守が投票において問題になったことは殆どない。高齢者においては，生
�

活
�

が
�

悪
�

く
�

な
�

っ
�

た
�

ら
�

投
�

票
�

す
�

る
�

と
�

い
�

う
�

行
�

動
�

を見せている。

３期若者 ２期若者 １期若者
B� B� B�

・生活満足
・進歩－保守（連続）
・党派性の強さ

．０４４
－．００６
．６５４＊＊＊

－．０２９
．０００
．４１０＊＊＊

－．１５１＊＊＊

．００５
．５２８＊＊＊

定数 －１．０３３＊＊＊ －１．３８１＊＊＊ －１．５０２＊＊＊

Nagelkerke R２乗 ．１１３ ．０４７ ．０９１
３期高齢者 ２期高齢者 １期高齢者

B� B� B�
・生活満足
・進歩－保守（連続）
・党派性の強さ

－．０４６
－．００１
．４３５＊＊＊

．２４４＊＊

．００６
．２１６＊＊＊

－．０４３
．０１１＊＊

．３１９＊＊＊

定数 ．６８３ －．２１１ －．２００
Nagelkerke R２乗 ．０４１ ．０２０ ．０３１

表１０ 投票参加と政治の基底的態度（アメリカ）

＊p＜．１０ ＊＊p＜．０５ ＊＊＊p＜．０１ （ANES２００８Time Series Study）
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若者 若者 若者
B� B� B�

・生活満足度
・保革意識
・党派性の強さ

－．２８４＊＊

－．１３９
１．２５３＊＊＊

．００３
－．００５
．９０５＊＊＊

．０１９
－．０６４
．８９８＊＊＊

定数 ３．５６６＊＊＊ ２．４３８＊＊＊ ２．５７９＊＊＊

Nagelkerke R２乗 ．１６４ ．９６ ．０９１
高齢者 高齢者 高齢者
B� B� B�

・生活満足度
・保革意識
・党派性の強さ

－．０６７
－．１０３
．６９２＊＊＊

－．２８８＊＊

－．２１８＊＊

．７８４＊＊＊

－．３２６＊

－．０６１
１．０１１＊＊＊

定数 ３．２０３＊＊＊ ３．５７３＊＊＊ ４．３７４＊＊＊

Nagelkerke R２乗 ．０４４ ．０６７ ．１１５

表１１ 投票参加と政治の基底的態度（日本）

＊p＜．１０ ＊＊p＜．０５ ＊＊＊p＜．０１ （明推協）

党派性の強さは，アメリカでは１無所属→２傾無所属→３弱党派→４党派となってお

り，下の日本のよりカテゴリーが一つ多い。いずれにしてもこの変数は実際も強く，若

者・高齢者の反応が全てのケースで見いだされる。

第２節 投票参加と政治の基底的態度（日本）

アメリカは「生活満足」については，１ 今はよい→２ 同じ→３ 今は悪い，であ

り，日本の，１ 十分満足→２ 大体満足→３ やや不満→４ 全く不満とは少し内容

的に異なるが，結果は高齢者は１，２期とも日本の方が生
�
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を見せている（３期には解除された）。

イデオロギーでは，進歩－保守がアメリカであり，革新－保守が日本である。

すると，若者層については，日本とアメリカはよく似た結果になった。いずれも一つ

しか有効ではなく多くは何の意味もなかった。

若者－高齢者層ともにアメリカ－日本を通していえることは，「党派性の強さ」はい

ずれも全期間にわたって有効であり，これが現在の若者－高齢者の低投票率を深刻なも

のにしていないのである。

お わ り に

まとめとして，以下の点を重要な点としてあげておこう。

「選挙運動」では，アメリカでは積極的な高齢者が消極的な若者に対して友人・家族
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との政治議論を通してもっと積極的になるようにすることである。アメリカの場合，確

かに同居人がいない高齢者世帯が大多数だが，いない分だけ AARP等の互助組織が活

発となり，世代間が断絶する空間を埋めている（AARPの加入下限５０歳代から構成）。

世代間の断絶は約半分の同居である日本には起こりそうになさそうだが，日本のデー

タを見る限り起こっている。日本では若者の選挙情報摂取活動は，電話，新聞広告，選

挙公報，政党広告，新聞報道，テレビ，家族，近所，友人・親戚，職場，とほぼ満遍な

く広がっている。これに対して，高齢者の不活発さは目を覆いたくなるほどである。一

次集団からの情報では，若者は家・近所・友人・親戚が有効であり，高齢者は友人・親

戚のみであり，高齢者の生活環境が孤立したものになりつつあることを示している。

投票と集団に対する好感度の関係では，アメリカでは若者と高齢者を比較すると前者

の方が比較的多いということがある。更に若者は制度型集団には殆ど関心を寄せない一

方，高齢者は主体が異なることはあれ，なお固執しているところがある。

日本の場合は集団に加入の有無だったが，「町内会・区会」，「婦人会・青年団」は，

前者が高齢者，後者が若者という専属のクライアントを持っている。それに対して年齢

で区切らない「同好会・趣味」の団体は大いに期待が持てそうである。

「政治不信と投票」では，わずかな例外を除いてアメリカでは若者と高齢者が合意し

ている項目が多かった。

それに対して，明推協のデータでは政治不信の項目を持たないので政治不満を使って

分析すると，高齢者に政治不満があると棄権するという関係が出てきた。

最後に，「政治の基底的態度」では，政党支持（党派性＝アメリカ）強度がまだ強く

両国の国民を規定しており政治の根底で動揺する心配はひとまずないが，若者層の心配

のなさと高齢者の投票＝生活満足との関係は少し心配である。そういうわけで，短期的

には，日本の若者を救いつつも，日本の高齢者は，現在は高齢者社会ができてゆく過渡

期にかかっており，引き続き見守られていかなければならない。

（こうのえ・しんすけ 法学部教授）
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